
（都道府県調査用） （様式２－１）

 都道府県・市町村　森林環境税関係者限り

回数
（回）

参加者数
（人）

市町村数
事業体数

支援対象者数
（人）

回数
（回）

参加者数
（人）

380008 愛媛県
③県レベルの事
業支援団体の運
営を支援

新たな森林管理
システム推進事
業運営事業

継続 45,000,000 45,000,000 41,454,000 41,454,000 1 20 18

380008 愛媛県
③県レベルの事
業支援団体の運
営を支援

新たな森林管理
システム推進事
業指導事業

継続 3,000,000 3,000,000 1,201,044 1,201,044

380008 愛媛県
①市町村職員等
の研修

新たな森林管理
システム担い手
育成事業
新たな森林管理
システム運営者
育成事業

継続 8,818,000 8,818,000 8,615,000 8,615,000 5 42 5 20 186

380008 愛媛県 ⑥人材育成・担
い手対策支援

新たな森林管理
システム担い手
育成事業
林業就業給付金
事業

継続 3,600,000 3,600,000 0 0

380008 愛媛県
⑥人材育成・担
い手対策支援

新たな森林管理
システム担い手
育成事業
意欲と能力のあ
る林業経営者育
成事業

継続 7,300,000 7,300,000 4,372,750 4,372,750 6 21

380008 愛媛県
⑥人材育成・担
い手対策支援

新たな森林管理
システム担い手
育成事業
新規参入者等労
働力確保支援事
業

継続 43,548,000 43,548,000 43,490,580 43,490,580 23
システム改善指導：12事業体
経営改善：６事業体

380008 愛媛県
②事業支援シス
テムの構築

新たな森林管理
システム担い手
育成事業
新たな森林管理
システム森林情
報整備事業

継続 40,505,000 40,505,000 34,253,608 34,253,608 3 32 19 1 19

380008 愛媛県
⑥人材育成・担
い手対策支援

えひめ農林水産
業魅力発信事業

継続 1,047,000 1,047,000 2,147,359 885,592 1,261,767

えひめ愛顔の農林水産人と林凜ガールを活用したデ
ジタルでの農林水産業の魅力発信と、リアルでの交
流機会を創出することで、就業に繋がる次世代人材
の育成を行う。

3 6 150

380008 愛媛県 ⑤森林整備の支
援等

森林情報見える
化推進事業

新規 25,657,000 25,657,000 25,329,459 25,329,459

市町や林業事業体が保有等するデータを一元的に管
理・共有化して森林情報を見える化し、効率的な施
業や森林整備等の適正化につなげる林業DXを推進す
る。

3 32 19 3 20

(2)都道
府県名

(5)事業の新
規・拡充・継続

の別

(10)花粉発生
源対策に関係
する事業は

「○」を選択

森林環境譲与税に関する都道府県の令和６年度の使途検討及び決算状況調査（調査表）

(1)団体
コード

(3)事業区分 (4)事業名

(7)事業総額（円）【使途検討】 (8)事業総額（円）【決算】

(9)事業内容

(11)実績

(A)+(B) (A)森林環境譲
与税（円）

(B)うち他の財
源（円）

(A)+(B)

担い手を対象にした研
修・講習、求人イベン

ト等
森林情報高度化・
マニュアル等作成

（自由記載）

その他の実績値
（自由記載）

(A)森林環境譲
与税（円）

(B)うち他の財
源（円）

市町村等を対象にした研修会・講
習会

アドバイ
ザー等が支
援を行った
市町村数

事業体等への助成

Ⅲ人材育成・担い手 ⑥人材育成・担い手対策の支援 人材育成・担い手対策に関する支援

Ⅱ間伐等の森林整備

分　野 事　業　区　分 事　　業　　例

Ⅰ市町村の体制

①市町村職員等の研修 市町村職員向けの研修会の開催

②事業支援システム等の構築 市町村の業務支援等を目的としたシステム構築や森林情報の高度化、マニュアル作成及びその普及

③県レベルの事業支援団体の運営を支援 市町村の業務支援や人材マッチング等を行う公社等の組織の運営支援

④アドバイザー等支援人材の派遣 アドバイザー制度等の活用に向けた支援や職員等の派遣

Ⅵその他 ⑨基金積立 次年度以降の事業に向けた基金積立

Ⅳ木材利用推進 ⑦木材利用の推進 公共建築物の木造化・木質化に向けた支援

Ⅴ普及啓発 ⑧普及啓発の支援 普及啓発に関する支援

⑤森林整備の支援等 森林整備に関する支援

「森林経営管理制度（新たな森林管理システム）」
を推進する市町等に対し、制度運用等に関する技術
指導を行う「森林管理支援センター」を運営すると
ともに、林業技術者を雇用の上、市町等へ派遣して
意向調査の実施、経営管理権集積計画案の作成、森
林整備事業の発注業務等に関する支援を行う。

造林・保育作業班の育成のため、刈払い機等の安全
衛生教育等造林・保育作業に係る技能習得研修を実
施するとともに、森林ＧＩＳシステム等デジタル化
への支援を行う。


